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はじめに 従来の測定でも生徒が主体的に体験しながら

現行の学習指導要領では， rゆとり jの中でf生 科学的概念を深めていたが，本研究では，パソ

きる力j をはぐくむことが大きな目標となって コンを利用したセンサーを用いることで可能と

おり，改訂の視点である 9項目の中に， r情報化j なる計測実験を提案し，高校化学が本来到達す

と「国際化jへの適切な対応が求められている。 べき探究中心の発展学習がパソコンを利用し

ここで r理科Jの本質である「探究j活動を たセンサーを用いることにより，どこまで可能

損なうことのない f情報化Jr国際化jへの対応 となるかをここで提案したい。

が大きな課題であり，同時に科学的概念を深め 第 1節では，溶解熱の測定に液温センサーを

ることができたかどうかを絶えず検証すること 活用し短時間内の正確な液温の時間変化の測

が重要である。 まから溶解熱を求め，エンタルピーの観点から，

パソコンの活用による計測・データ処理の高 溶解現象・水和イオンについて理解を深めるこ

速化は，便利さやデジタル化ゆえに，生徒の関 とができる教材の意義を考察した。

心は高まるかもしれないが，科学的な探究心を 第 2節では，電気分解に応用して，電極の前

養う機会を減じていないか，理科として，国際 処理について考察した。電流センサー・電圧セ

社会におけるグローパルな視点を育てる教材を ンサーによって可能となる連続的な変化の記録

体系化できるのかを検討する必要がある。 から正確な電気量の算出や電気分解におい

本研究では，高校化学の教科書の内容分析を て電極上で起こっている化学変化を詳しく探究

もとにして r情報化Jr国際化Jに対応する，今 できる教材を開発した。

後の高校化学教材について，多面的に検討・考察 第 3節では，液温センサーと pHセンサーを

した。 組み合わせて中和反応の反応熱.pH変化を同

時に測定し，特に弱酸 e弱塩基の中和時の反応熱

第1章 パソコンを利用したセンサーを

活用した高校化学教育

には，解離平衡による寄与がどのようにあるか

を，詳しく調べることができることを示したロ

2004年度の新しい教科書を調査すると各社 以上をまとめるとパソコンを利用したセン

とも実験の中でコンピューターの活用法を紹介 サーの特性を活かしたこれらの活動は，表 1の

している。しかし，その内容・手順は，従来のも ように，教科書中で別々に学習する化学概念を

のとなんら変わりなく センサーを従来の計測 関連付けて扱いながら さらに深く本質的に理

器具の代替として用いているに過ぎない。 解することを助ける発展教材となると考えられ

るD
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表 1 パソコンを利用したセンサーの活用による化学的概念の発展的内容

溶解熱 電気分解 中和熱

教 イオン結合 イオン結晶 反応熱

科 イオン結晶 電解質 発熱反応・吸熱反応
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書 電離 酸化還元反応 化学エネルギー

で 電解質 イオン化傾向 ヘスの法則
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ずAとらー 反応熱 ファラデーの法則 強酸・強塩基

習 発熱反応・吸熱反応 ファラデ一定数 弱酸・弱塩基

す 化学エネルギー 電気量 電解質 | 
圃圃ーーーー--甲ー・・・・ーー皿ーーー.---白血ーーー----・p ー司ーー---

る へスの法則 (物理分野) 電離度
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概 水和 オームの法則 中和反応
~、、 水和物 電流・電圧・抵抗 pH 

塩

滴定曲線
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化学平衡

平衡定数

発 格子エンタルピー 電極反応の条件の最適化 プロトン解離平衡

展 水和エンタルピー (電極の面積・電極聞の距 プロトン解離定数

的 結晶水 離・電解質の濃度・電流・ エンタルピー

内 (配位水・格子水) 電圧) エントロピー
廿d ヲ ランタノイドイオンの 電解質溶液の抵抗の働き 自由エネルギー

配位水の数の決定 電極表面の前処理の意味 アミン類の塩基性の強さ

第2章 国際化に対応した化学教材の開発

日本における国際理解教育は 「自立Jr共生j 日本では，各教科の授業時数と教科書の内容

「参画Jをめざし，地球市民の育成を提起してい が削減されてきた。第 1節では，アメリカの高校

る。それは，以前のような「異文化理解jや「コ 化学の教科書を調査した。アメリカでは，電子軌

ミュニケーション」を中心として，社会科・英語 道・分子軌道法・エンタルビー・エントロピー

科の担当者を中心として行っていた教育から， など日本で扱わない発展的内容が含まれていた。

理科も含めて誰もが(全職員・保護者)関わる また，環境教育教材もトピックとして教科書の

教育への転換を意味する。 中に多数扱われていた。

とりわけ r地球温暖化Jr酸性雨Jrオゾンホ 以上の観点から，第2節以降に，rDo you know 

ールJr環境ホルモンJなどの環境問題は，グロ the Water?J rSoap & DetergentJ rEnergy by 

ーパルな視点を持った教材が必要である。その Chemistry angle Jなどの国際化・環境問題を取

ため，理科の教科の特性である客観的データに り入れた TeachingPlan (英訳)を提起した。

基づく科学的なアプローチが重要である。 (なお，一連の基礎実験については rLet'sDo!J 

(学術図書出版社干のとしてまとめた。)
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